
日液協元第４２号 
令和元年１２月２４日 

 

会 員 各 位 
 

日本液化石油ガス協議会 

 
 

デジタル手続法改正に係る液石法施行令の改正について（お知らせ） 

 

 

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は当協議会の業務につき、多大なるご支援、ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

標記につきましては、令和元年１２月１３日付けで公布され、令和元年１２月１６日付

けで施行されましたのでお知らせいたします。 

なお、令和元年６月２０日付け日液協元第２２号において、デジタル手続法に係る液石

法改正についてお知らせしておりましたが、この度、政令が施行されたことから、「液石法

第１４条（書面の交付)及び第２８条(保安業務の委託)」についても施行されたことになり

ました。 

つきましては、会員各位におかれましては、営業所等に対し、ご周知くださいますよう

よろしくお願いいたします。 

敬具 

記 

 

改正の概要 

○液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行令 

１４条の書面交付、２８条の委託契約書交付において情報通信技術等を使用する場合

の相手方から承諾を得る方法等 

添付の書類 

○別添(液石法施行令 新旧対照表) 

○参考(液石法 ６月２０日送付の資料抜粋) 

経産省ホームページ掲載アドレス 

○改正について掲載されているホームページ（経産省ホームページ内） 

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/lpgas/hourei/19fy.html 

以 上 

（発信手段：Ｅメール） 

（担当者：飯田・北邨・橋本） 
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